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一般会計（主な事業費） （単位：千円）

■総合計画等関係費　次期「石巻市総合計画」の策定に要する経費 24,159

■国際交流推進費　温州市との友好都市35周年記念事業に要する
経費等 33,397 

■防犯関係費　町内会等が設置する防犯灯について、LED化のた
めの新規設置や交換、電気料金に対する補助金等 26,386 

■窓口証明関係費　市民課窓口業務の一部を民間に委託する経費等 147,058 

■地域包括ケア推進事業費　複合的な課題を包括的に受け止め
る多機関の協働による相談支援ネットワークの構築に要する経費等 40,062 

■自立相談支援事業費　生活困窮者自立支援法に基づく子どもの
学習・生活支援に要する経費 25,895 

■地域医療介護総合確保事業費  第７期介護保険事業計画に基
づく認知症高齢者グループホーム等の整備事業を行う事業者に対
する補助金

212,400 

■子どもの居場所づくり支援事業費　子どもが地域とつなが
り、健やかに育つための居場所づくりの取り組みを行う団体等に対
する補助金

1,250 

■墓地関係費　北鰐山墓地の無縁墓地などの改葬業務に要する経費等 42,439 

■環境政策推進費　「自然と共生する社会の実現」に向け、生物の
多様性の保全などを目的とした「生物多様性地域戦略」の策定に要
する経費等

12,175 

■一般廃棄物最終処分場建設事業費　次期最終処分場の整備に
要する経費 425,776 

■農業復興推進費　被災地域の農業施設整備や、ほ場整備に伴う
県営事業負担金等 917,207 

■水産物供給基盤機能保全事業費　漁港施設の更新コストの平
準化、縮減を図ることを目的とした「水産物供給基盤機能保全計画」
の策定に要する経費

288,000 

■商工業振興対策費（消費税率引上げ対応分）　低所得者や子
育て世帯（0歳～ 2歳）を対象としたプレミアム付商品券の発行事
業に要する経費

288,300 

■雄勝地区観光施設整備事業費
観光物産交流施設等を整備
するもの

574,720

■鮎川地区観光施設整備事業費 329,400

■おしかホエールランド施設整備事業費　捕鯨船「第十六利
丸」観覧設備の改修に要する経費等 180,000

■河南地区小規模宅地開発対策事業費　小規模宅地の開発に
伴う未舗装道路や水路等の周辺環境の改善に要する経費 29,300 

■都市計画策定費　都市計画マスタープランの改定に要する経費等 20,500

■石巻工業港運河線街路整備事業費　沿岸部（石巻工業港）から
内陸部の蛇田地区側への避難路等として整備するもの 757,408 

■渡波稲井線街路整備事業費　渡波地区から内陸部の稲井地区
側への避難路等として整備するもの 2,427,358 

■釜大街道線街路整備事業費　釜大街道地区から日和山や市街
地内陸部への避難路等として整備するもの 2,506,000 

■南浜津波復興祈念公園整備事業費　犠牲者への追悼と鎮魂
や、復興の象徴となる祈念公園を整備するもの 753,700 

■学校施設整備保全計画策定事業費　学校施設の更新コストの
平準化、縮減を図ることを目的とした「学校施設整備保全計画」の策
定に要する経費

20,000 

■複合文化施設整備事業費 東日本大震災で被災した文
化センターの博物館機能と
市民会館のホール機能を複
合施設として整備するもの

3,161,204 

■複合文化施設災害復旧費 2,472,174 

■小学校災害復旧費（移転新築事業費）　東日本大震災で被災
した相川小学校と吉浜小学校の災害復旧事業として北上小学校を
高台に移転新築するもの

2,522,892 

一般会計　1,796.0億円（対前年度比 18.3％、278.3億円の増）
総  会  計　2,887.3億円（対前年度比 16.4％、407.4億円の増）

　 本年度は、「震災復興基本計画」の「発展期」の２年目となり、10 年間の総仕上げに向け、
更なる加速のもと事業の推進を図っていく必要があります。
　 引き続き、地域経済の再生、交流人口の拡大や防災力の強化など、「震災復興基本計画」
に掲げた施策を重点的に編成しました。　

1　各種会計予算総括表 （単位：千円）

会　　計　　区　　分 平成31年度
当初予算

対前年度比較

増減額 増減率
（%）

一般会計 179,600,000 27,830,000 18.3
復旧復興分 109,047,319 27,682,385 34.0
通常分 70,552,681 147,615 0.2

特別会計 102,872,439 12,600,508 14.0

内      

訳

土地取得 220,583 ▲ 786,082 ▲ 78.1
水産物地方卸売市場事業 398,568 5,021 1.3
下水道事業 64,875,041 17,180,397 36.0
漁業集落排水事業 22,153 ▲ 3,856 ▲ 14.8
農業集落排水事業 457,806 ▲ 11,663 ▲ 2.5
浄化槽整備事業 62,057 ▲ 42,133 ▲ 40.4
市街地開発事業 4,395,092 ▲ 3,206,376 ▲ 42.2
産業用地整備事業 ▲ 290,670 皆減
国民健康保険事業 16,859,480 136,417 0.8
後期高齢者医療 1,775,427 ▲ 36,084 ▲ 2.0
介護保険事業 13,806,232 ▲ 344,463 ▲ 2.4

病院事業会計 6,257,533 306,556 5.2
合　　　　計 288,729,972 40,737,064 16.4

歳出総額
1,796億円

土木費
772.2（43.0%）

民生費
278.8（15.5%）

災害復旧費
218.2（12.1%）

教育費
126.6（7.0%）

総務費
111.8（6.2%）

衛生費
88.1（4.9%）

公債費
65.4（3.6%）

農林水産業費
62.4（3.5%）

消防費
35.0（2.0%）

その他
5.1（0.4%）

労働費
1.5（0.1%）

商工費
30.9（1.7%）

歳入総額
1,796億円

自主財源
849.9（47.3%）

その他
664.8（37.0%）

地方交付税
471.4（26.2%）

依存財源
946.1（52.7%）

国庫支出金
256.9（14.3%）

市債
125.3（7.0%）

県支出金
55.4（3.1%） 市税

185.1（10.3%）

譲与税・交付金
37.1（2.1%）

平成31年度　当初予算

※増減率は平成30年度当初予算との比較で▲は減少を表します。

※（　　）内は総額に対する割合を表します。

一般会計の内訳
１.歳入� （単位：億円）

２. 歳出（目的別）� （単位：億円）

□問 　財政課（内線4052）


